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研究要旨 

 

日本では CBO（Community based organization）・医療者・疫学研究者等による協働のもと

予防啓発が進められ、先行研究では MSM（Men who have sex with men）のコンドーム使用行

動は 20%促進され、より感染リスクの高い層への啓発も進められているが、地方地域では都

市部と比べ格差がある。日本全体では予防啓発活動基盤は脆弱で予防規範は未成熟であり、

CBO は疲弊している。今後の活動にはスマートフォン普及によるゲイツーリズム活性化や外

国籍 MSM もふまえることが重要であり、オールジャパンでの取り組みが効果的な手法と考え

られ、その体制を整備していく必要がある。 

初年度は現在展開されている予防啓発活動を整理し、実態の把握方法と評価の体制を整備

し、2回の意見交換の機会を設定した。その中で①社会疫学的見地からの評価 ②CBO による

相互間の評価 ③相談支援者・HIV 陽性当事者からみた予防介入の効果評価 ④予防行動に

関する量的データ収集および包括的分析からの評価 ⑤日本の MSM における HIV 感染動向の

把握と予防啓発活動の評価 ⑥医療者による新規患者・診療動向からの評価を試行した。 

本年度、研究 1では各地域の CBO に対し、コミュニティや検査機会の状況についてヒアリ

ングを行い、まとめた。どの地域も検査機会が激減しており、介入の中心的な対象であった

ゲイ向け商業施設も、休業や時短営業が多く、これまで行ってきた紙資材のアウトリーチが

できないことも多かった。「HIV 感染予防のためのセックス前の服薬（PrEP）」や「HIV に感染

したかもしれないときの予防服薬(PEP)」に関する上記のような情報について、よく知ってい

た割合は11.1%、10.7%で有意差はみられず、PrEPをしたことがあると回答した割合は10.6%、

12.0%であった。これまでの HIV 抗体検査受検経験は、36.0%、35.3%で有意差はみられず、過

去 1年間の受検経験は 17.3%から 15.9%であった。 

また研究 2で治療薬の進歩の認知は 2019 年調査では 88.6％、2020 年調査では 94.1％であ

り、U=U の認知は 2019 年調査では 74.8％、2020 年調査では 83.1％であった。コミュニティ

センター来場者における治療薬の進歩やU=Uといった最新情報の認知度は2020年には8割を

超えていた。U=U といった新しい知識は浸透が進んでいることが考えられた。新型コロナ感

染症の拡大によりコミュニティセンターの活動にも影響が大きく出てきているが、これらの

予防啓発の取り組みを低下させない工夫が必要となる。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、日本に居住する MSM を対

象とした予防啓発活動における地域間の連携

をもとに新たな取り組みのプランニングを行

い、展開する基盤を整備することである。ま

た、PDCA サイクルを導入することによって、

日本の MSM の予防啓発の浸透度を把握し、予

防啓発活動を可視化し、アカウンタビリティ

を向上させることも含まれる。 

新たな取り組みには、現行の予防啓発活動

とその目的との整合性が重要であり、CBO の

脆弱な基盤を焦点化させることが必要である。 

PDCA サイクルの中でプログラム評価(参加

型評価)の手法を活用した包括的な評価と、予

防啓発活動のアカウンタビリティの向上は、

CBO の基盤の安定化につながると考える。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では MSM 対象の予防啓発活動にお

ける地域間連携をもとに新たな活動計画を策

定し、展開基盤を整備する。また、PDCA サ

イクルを導入することで、日本全体の MSM

の予防啓発の浸透度を把握し、予防啓発活動

を可視化し、アカウンタビリティ向上を目的

とし、以下の研究を実施する。 

 

研究1予防啓発活動におけるPDCAサイクルシ

ステムの開発と機能的展開に関する研究 

北海道・東北・東京・神奈川県・東海・大

阪・中国・四国・九州・沖縄地域の CBO と

協働し、現在展開されている予防啓発活動を

整理した。これを班会議で社会学的見地や、

CBO による相互間、相談支援者・HIV 陽性

当事者の視点を含み、評価し、見直しの必要

性を検討する予定であったが新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で困難であった。その

ため、現状を断続的に共有しつつ、日本の予

防啓発における現状を把握することを目的と

して、各地域の CBO に対し、コミュニティ

や検査機会の状況についてヒアリングを行い、

まとめた。 

また成人男性における MSM を対象に、予

防行動および PEP/PrEP の状況を把握する

ために量的調査を実施した。国勢調査を基に、

20 歳から 59 歳の成人男性を 47 都道府県と

年齢階級によって層化し、その割合に基づき、

A 社保有のモニター登録者を比例配分したの

ち、得られた成人男性を対象にしてスクリー

ニング調査を実施した。スクリーニング調査

では性別、年齢、居住地、居住期間、居住形

態、最終学歴、職業、婚姻状況と「これまで

に性的に魅力を感じたことのある相手の性

別」、「これまでに性的接触を有した相手の性

別」、｢相手にお金を払って性交渉（セックス）

をした経験（これまでと過去 6 ヶ月間）｣｢相

手からお金をもらって性交渉（セックス）を

した（これまでと過去 6 ヶ月間）｣の 12 問を

尋ねた。本調査は 2,000 人を対象に実施し、

質問項目は HIV や性感染症に関する知識、

PrEP についての知識・意識、過去 6 ヶ月間

の HIV やエイズに関する対話経験、検査行動、

活動の認知、性感染症既往歴、性行動とした。

そして、北海道東北、関東、北陸甲信越、東

海、近畿、中国四国、九州の地域別にカイ 2

乗検定を用いて分析を行った。 

 

研究 2予防行動に関する量的データ収集およ

び包括的分析からの評価 

研究分担者氏名（所属研究機関名及び所属研
究機関における職名） 
 

研究 2 金子典代（公立大学法人名古屋市立

大学 看護学部 准教授） 

研究 4 健山正男（国立大学法人琉球大学  

大学院 医学系研究科 准教授） 

研究 5 松岡佐織（国立感染症研究所  

エイズ研究センター 主任研究官） 

研究 6 山本政弘（独立行政法人国立病院 

機構九州医療センターAIDS/HIV 総合治療 

センター部長） 
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本研究ではプログラムレベルのモニタリン

グ体制としてコミュニティセンター利用者調

査を実施した。最終年度はこれまでの質問紙

調査結果をもとに包括的に分析を進めた。調

査方法は、本研究の趣旨を事前に研修を受け

た CBO スタッフが書面をもとに口頭で説明

し、協力同意の得られた人を対象に回答を依

頼した。回答後には、回答者自身がシールで

封緘を行い、回答内容をスタッフがみること

なく設置された回収箱に投函する仕組みとし

た。回答協力者には QUO カード 500 円相当

を協力謝礼として提供した。 

776 人を対象に HIV 検査経験、梅毒の既往

歴、HIV について話した経験、エイズ関連の

CBO の認知度、性行動に関する質問について、

地方都市と東京・大阪の 2 つのグループにつ

いて HIV 検査経験と関連因子を評価した。 

また、2019 年（n=430）、2020 年(n=431)に

実施した調査結果を用いて、HIV 治療薬の進

歩や U=U といった HIV・エイズの最新情報

の認知度別に HIV 検査経験やコンドーム使

用行動との関連について分析した。 

 

研究 3大阪の MSM における HIV 感染動向の把

握に関する研究‐大阪ゲイコホートの継続 

大阪市と協働し、個別施策層を対象とした

HIV 抗体検査および梅毒抗原抗体検査にお

けるコホート研究を継続した。 

 

研究 4沖縄に流入する外国人 MSM の予防行動

に関する研究 

沖縄は台湾や中国からの流入が多く、外国

人 MSM の流入が増加していることから、日

本における検査行動の実態や予防行動に関す

る状況を量的調査により明らかにする予定で

あったが、コロナ禍の影響により、研究を進

めることが困難となった。そのため、今年度

は外国人MSMを対象としてHIV検査に関す

る支援環境を整えた。 

 

研究 5日本の MSM における HIV 感染動向の把

握に関する研究‐HIV 感染発生動向を活用し

た分析 

研究計画では、日本の MSM における HIV

感染の動向について、地域別の動向や出生年

コホート等の二次分析を行い、班会議で還元

し、梅毒などの性感染症の発生動向について

も MSM に焦点をあてた分析を行う予定で

あったが、コロナ禍の影響により、対面での

共有が困難となり、研究を進めることが困難

となった。 

 

研究 6医療者による新規患者・診療動向から

の評価 

主な医療機関での新規患者の傾向（AIDS

発症の有無/検査場所等）を把握するためにア

ンケート調査を実施するととともに、各医療

機関で最近の傾向について意見聴取し、班会

議等で還元する予定であったが、コロナ禍の

影響により、対面での共有が困難となり、研

究を進めることが困難となった。 

 

（倫理面への配慮） 

研究者が所属する研究機関において倫理審

査を受けて実施する。またゲイ・バイセクシュ

アル男性は社会からの偏見・差別が強くこれ

らの点についての配慮が必要である。このた

め本研究では各地の CBO と連携し、調査項

目や調査方法を検討し、本研究参加によって

性的指向に関する差別や偏見を受けないよう

に配慮する。 

本研究は血液検査が含まれており、協力依

頼時には訓練された専門のスタッフが書面お

よび口頭によって説明し、研究主体、研究目

的、調査参加の任意性、予想されるメリット、

デメリット、厳密な個人情報の保護、不参加

の際に不利益を受けないこと、途中で中止し

たい場合には登録を削除できる自由について

十分に理解を得たのちに同意を得たうえで実

施する。研究結果については、関連学会や出

－3－



 

版物などで個人が特定されないように処理し

たデータの分析結果のみを公表することを説

明する。 

 

結果判明後の診療・支援体制についても保

健所と同等の環境を整備した上で研究を実施

する。大阪市保健所では陽性判明結果後に

CBO による対面相談や電話相談先が適宜紹

介されており、本研究でも同様の支援先を紹

介する。また血液検査時には専門的な知識を

有する CBO と協働し、専門家による体面相

談や外国籍 MSM 向けに通訳（中国語・英語）

ができる体制を整備する。 

本研究実施については大阪青山大学研究倫

理審査委員会より実施の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

研究 1で地域の CBO に対し、コミュニティ

や検査機会の状況についてヒアリングを行っ

た結果を資料として巻末にまとめた。どの地

域も検査機会が激減しており、介入の中心的

な対象であったゲイ向け商業施設も、休業や

時短営業が多く、これまで行ってきた紙資材

のアウトリーチができないことも多かった。 

質問紙調査の結果では、20 歳～59 歳までの

成人男性でかつこれまでに男性と性的接触の

あると回答した人を対象に 2019 年有効回答

3,367人と 2021年有効回答2,000人のA社の

データを分析し再現性を確認した。 

結果、先行研究と比べ、MSM 割合は著変な

く、再現性も認められたと考えられる。商業

施設利用については先行研究と比較してやや

高い割合か変動がみられず、コロナ禍で時短

営業や休業が続く結果でもあったが、生涯の

経験について尋ねた結果が反映されていると

考えられる。 

「HIV 感染予防のためのセックス前の服薬

（PrEP）」や「HIV に感染したかもしれないと

きの予防服薬(PEP)」に関する上記のような情

報について、よく知っていた割合は 11.1%、

10.7%で有意差はみられず、PrEP をしたこと

があると回答した割合は 10.6%、12.0%であっ

た。これまでの HIV 抗体検査受検経験は、

36.0%、35.3%で有意差はみられず、過去 1年

間の受検経験は 17.3%から 15.9%であった。 

研究 2ではこれまでのセンター利用者調査

の結果について解析を進めた。2019 年調査と

2020 年調査の基礎属性を見たところ、いずれ

の調査においても、8 割は再来場者であり、

年齢や地域、性的指向、職業はほぼ同じ割合

であった。過去 1年の HIV 検査受検割合が高

くなっているが、この期間には東京、大阪、

沖縄では HIV 検査をコミュニティセンターで

提供していたことが影響していると考えた。

これらの状況を踏まえ、両サンプルはほぼ同

一とみなし、2019 年と 2020 年の調査結果に

ついての比較を行った。本研究の対象者にお

いて、HIV 治療薬の進歩を認知している者の

割合は 2019 年は 94.1％、U=U の情報を認知し

ている割合は 2020 年は 83.1％であった。HIV

治療薬の進歩、U=U の情報双方について、地

域間でも認知割合に顕著な差は認められず、

概ね MSM の間では高い割合の認知であること

が示された。2018 年実施の内閣府実施の世論

調査では、HIV 治療薬の進歩の認知は 26.5％

、U=U の認知割合は 33.3％であり、一般国民

と比較してもコミュニティセンターに来場す

るゲイ・バイセクシュアル男性の新しい知見

の認知が高いことが示唆された。 

新型コロナ感染症の拡大により、以前のよ

うにセンターをオープンできないといった課

題が出てきている。コミュニティセンターの

活動にも影響が大きく出てきているが、これ

らの予防啓発の取り組みを低下させない工夫

が必要となる。 

研究 3では大阪地域の MSM を対象にゲイコ

ホートを継続した。大阪市と協働し、本研究

期間に12回のHIV抗体および梅毒抗原抗体検

査会を実施した。2018 年度の受検者数は 249

人、2019 年度は 210 人であり、2020 年度は
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114 人であり、新型コロナウイルス感染症の

影響で減少したと考えられる。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では MSM 対象の予防啓発活動の持続

的な展開基盤を整備し、CBO と連携した日本

全体の MSM における予防の浸透度から、アカ

ウンタビリティの向上を目指した。 

研究 1ではモニター登録者を対象とした質問

紙調査を実施し、PrEP 経験別に分析を進めた。

PrEP を現在利用している人でも情報につい

て知っていると回答している人は 45.8%であ

り、服用したいと回答している人でも 16.6%

と知っている人の割合は低く、今後予防啓発

に PrEP の情報を含めていく必要があること

が示唆される。また研究 2でコミュニティセ

ンターが果たしてきた機能の評価の基礎資料

が得られ、コミュニティセンターの報告書等

に還元された。新たな知識(研究 1)や日本全

体の予防啓発活動の認知(研究 2)については

先行研究ではほとんど把握されておらず重要

な基礎資料が得られた。 

 

Ｅ．結論 

 関東や近畿などコミュニティセンター設置

地域では他地域よりコンドーム使用や検査行

動など予防行動は高く、コミュニティセン

ターリピーターではその傾向が顕著であった。

したがって、CBO や NGO が提供する HIV

関連情報の発信を増やすことは、日本の

MSM を対象とした有効な予防政策介入であ

り、定期的な予防行動を促進し、予防に関す

る関心の維持は重要である。コミュニティセ

ンターがない地域では、その認知割合が低い

が、認知はされており、ゲイツーリズムやイ

ンターネット SNS により、徐々に全国の

MSM に予防行動が浸透していく可能性も考

えられる。 

一方で詳細な分析が必要であるが、各地域

の U=U の認知や PrEP に関する情報の浸透

は低い割合にとどまっており、新型コロナウ

イルス感染症の拡大に伴い検査行動が減少し

ていることも示唆される。オールジャパンで

の予防啓発の浸透度はある程度可視化され、

予防啓発活動の効果評価についても可視化さ

れつつあると考えられ、この結果を今後の予

防啓発活動に還元していくことが必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報  

特になし。 
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